
-

（ ）

計 2,090 1,829

中間目標 目標最終年度

- 年度 29 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

平
成
2
9
・
3
0

年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万

円

）

010704事業番号

福祉基盤課 石垣　健彦

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

独立行政法人福祉医療機構法及び独立行政法人福祉医療機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令に基づいて区分

セグメント名 一般勘定 担当部局庁 社会・援護局 作成責任者

事業開始年度 平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

平成２９年度セグメントシート 独立行政法人福祉医療機構

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度 28年度 29年度

2,868 2,890 2,632

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

独立行政法人福祉医療機構の業務に必要な財源に充てるために運営に要する経費（人件費、一般管理費等の事務費）を交付している。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

次の業務に必要な運営に要する経費を交付
①民間の社会福祉施設及び医療施設等の整備等に係る資金の貸付に係る業務（福祉医療貸付事業）
②社会福祉施設の設置者、病院等の開設者等に対し経営に係る経営診断・指導等を通じ経営者を支援する事業に係る業務（経営支援事業）
③社会福祉振興事業を行う者に対して助成を行う業務、社会福祉事業に関する調査研究、知識の普及・研修を行う業務（社会福祉振興助成事業）
④福祉・保健・医療に係る各種情報等の提供を行う情報サービス事業に係る業務（福祉保健医療情報サービス事業）

実施方法 交付

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
独立行政法人通則法第46条

関係する計画、
通知等

独立行政法人福祉医療機構中期計画（Ｈ25.3.1）

主要政策・施策 - 主要経費 社会保障

その他 47,706 46,596 44,878

補助金等 2,627 3,460 3,264

30年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 2,823 3,408 2,403 2,090 1,829

執
行
額

運営費交付金

93%

運営費交付金収益化基準 費用進行基準 費用進行基準
業務達成基準

（管理部門のみ期間進
行基準）

業務達成基準
（管理部門のみ期間進

行基準）

運営費交付金収益の割合 5.4% 5.5% 5.2%

　計 53,201 52,946 50,774

26年度 27年度 28年度

執行額 55,425 53,670 50,780

経
常
費
用

予算額 61,492 57,678 54,591 51,237

執行率 90% 93%

歳出予算目 29年度当初予算 30年度要求 主な増減理由

独立行政法人福祉医療機構
運営費交付金

2,090 1,829
自己収入の増加による減

29.2

目標値 日 30 30 30 - 30

①－１福祉医療貸付事業（福
祉貸付事業）
第３期中期目標期間におい
て、審査業務の事務処理期間
を30日以内とする。

①-１福祉医療貸付事業（福
祉貸付事業）
審査業務の事務処理期間

成果実績 日 28.1 26.1

達成度 ％ 106.8 114.9 102.7

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 29 年度

①－２福祉医療貸付事業（医
療貸付事業）
第３期中期目標期間におい
て、審査業務の事務処理期間
を30日以内とする。

①-２福祉医療貸付事業（医
療貸付事業）
審査業務の事務処理期間

成果実績 日 19.3 19.3 19.3

目標値 日 30 30 30 - 30

達成度 ％ 155.4 155.4 155.4

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 29 年度

② 経営支援事業（セミナー）
第３期中期目標期間におい
て、利用者の有用度80％以上
とする。

②－２ 経営支援事業（セミ
ナー）
利用者の有用度

成果実績 ％ 96.9 97.1 98.1

目標値 ％ 80 80 80 - 80

達成度 ％ 121 121 123

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
独立行政法人福祉医療機構中期計画（Ｈ25.3.1）

独立行政法人福祉医療機構中期計画（Ｈ25.3.1）
根拠として用いた
統計・データ名

（出典）



単位当たり
コスト

算出根拠 単位 26年度 27年度 28年度 29年度活動見込

③社会福祉振興助成事業

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ＊Ｚ
Ｘ：「運営費交付金」
Ｙ：「助成決定額」

Ｚ：「単位（１百万円）」

単位当たり
コスト 円 249,216 417,379 171,052 -

計算式 X/Y*Z

318百万円
/ 1,276百万

円
* 1百万円

293百万円
/ 702百万円
* 1百万円

104百万円
/608百万円
＊1百万円

単位当たり
コスト 円 442,593 528,223 458,035 -

計算式 X/Y*Z

1,912百万円
/ 4,320億円

* 1億円

1,778百万円
/ 3,366億円

* 1億円

1,408百万円
/ 3,074億円

* 1億円
-

-

28年度 29年度活動見込

4,186 4,376

②経営支援事業

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「運営費交付金」

Ｙ：「セミナー延べ受講者数」

単位当たり
コスト 円 99,871 115,163 101,427 -

計算式 X/Y
310百万円
/ 3,104人

360百万円
/ 3,126人

341百万円
/ 3,362人

-

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 26年度 27年度 28年度 29年度活動見込

④福祉保健医療情報サービス事業

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「運営費交付金」
Ｙ：「年間ヒット件数」

単位当たり
コスト 円 3 11 5 -

計算式 X/Y
284百万円
/ 8,768万件

977百万円
/ 8,781万件

550百万円
/ 10,144万

件
-

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 26年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

④福祉保健医療情報サービス事業
（年間ヒット件数）

活動実績 万件 8,768 8,781 10,144

当初見込み 万件 7,000 7,000 7,000

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度

当初見込み 億円 4,416

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

③社会福祉振興助成事業
（助成決定金額）

活動実績 百万円 1,278 702 608

当初見込み 百万円 1,300 703 608

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

608 886

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 26年度 27年度 28年度

②経営支援事業
（セミナー平均受講者数）

活動実績 人 222 223 224

当初見込み 人 180 180 180

28年度

①福祉医療貸付事業
（貸付契約額）

活動実績 億円 4,320 3,366 3,074

- -

180

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

7,000 -

26年度 27年度 28年度 29年度活動見込

①福祉医療貸付事業

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ＊Ｚ
Ｘ：「運営費交付金」
Ｙ：「貸付契約金」

Ｚ：「単位（１億円）」

27年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 29 年度

③社会福祉振興助成事業
第３期中期目標期間におい
て、助成事業の利用者満足度
を80％以上とする。

③社会福祉振興助成事業
助成事業の利用者満足度

成果実績 ％ 94.9 92.2 95.6

達成度 ％ 118.6 115.3 119.5

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 29 年度

94.5 95.1 97

目標値 ％ 90 90 90 - 90

達成度 ％ 105 105.7

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
④福祉保健医療情報サービ
ス事業
利用者の満足度

成果実績

107.8

④福祉保健医療情報サービ
ス事業
第３期中期目標期間におい
て、利用者の満足度を90％以
上とする。

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
独立行政法人福祉医療機構中期計画（Ｈ25.3.1）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
独立行政法人福祉医療機構中期計画（Ｈ25.3.1）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
独立行政法人福祉医療機構中期計画（Ｈ25.3.1）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

4,166 3,852

29年度
活動見込

30年度
活動見込

％

目標値 ％ 80 80 80 - 80



国の福祉・医療政策に基づき福祉医療機構が事業を実施する
ためには必要であり、独立行政法人通則法第46条により交付
している。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○
国の福祉・医療政策に基づき福祉医療機構が事業を実施する
ためには必要であり、独立行政法人通則法第46条により交付
している。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 調達合理化計画等に基づき、機構が賃借している事務所の賃
貸借契約等真にやむを得ないものを除き、一般競争入札を行
い、競争性の確保を図っている。
　なお、競争性のない随意契約については、会計規程等で定
められた競争を許さない等の理由によるもののみとすることを
徹底している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
国の福祉・医療政策に基づき福祉医療機構が事業を実施する
ためには必要であり、独立行政法人通則法第46条により交付
している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 成果目標を上回る成果実績をあげている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

－ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 － -

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
国の福祉・医療政策に基づき福祉医療機構が事業を実施する
ためには必要であり、独立行政法人通則法第46条により交付
している。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。 － -

○
一定の成果をあげており、妥当と考える。
なお、個別の事業ごとに事務や管理コストの効率化を図ってい
る。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 見込み以上の実績をあげている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 － -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

運営費交付金を充当する一般管理費及び業務経費（いずれも
人件費を除く。）については、より一層の業務運営の効率化を
推進し、中期目標期間の最終事業年度において、平成24年度
と比べて一般管理費は15％程度、業務経費は５％程度節減す
ることとしている。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

・事業の効率化を図り、単位あたりコストの削減に努めている。また、成果実績についても、概ね１００％を超える達成率を実施しており、本事業の効果は
高いものと考える。

・毎事業年度、事業実績・財務諸表の報告により実施状況を把握するとともに、厚生労働省独立行政法人委員会等による評価を実施し、適正に実施さ
れている旨、評価を得ている。なお、平成26事業年度以降の評価については、独立行政法人通則法の改正に伴い、外部有識者の意見を踏まえ、主務
大臣が評価を行うこととされている。

改善の
方向性

・今後も中期計画（計画期間：平成25年度～29年度）に基づき、業務方法の改善等を行うことにより事務の効率化を推進し、経費の節減に努めて参りた
い。

備
考

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
左に記載した２つの事業はそれぞれ、
・高齢者等の支援が必要な者が入所している施設の整備に対
して建築資金等を固定金利で提供できるよう、金利変動により
資金調達金利を上回る金利差が生じた場合の不足相当額、借
入金利息と貸付金利息の差額補填等を補給するもの
・ＮＰＯ法人などが行う社会福祉諸制度の対象外のニーズ等に
対応する事業等に対する福祉医療機構からの助成金の原資
であるが、独立行政法人福祉医療機構運営費交付金は各業
務に係る事務処理経費等であり、明確に用途が分けられてい
る。

所管府省名 事業番号 事業名

厚生労働省 0694 社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金

厚生労働省 0699 社会福祉振興助成費補助金



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

☑チェック

その他
業務システムの開発・改修業務の費用、事務所
借料など

59

雑役務費 業務システムの運用保守、事務所共益費など 453

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

A.（独）福祉医療機構 B.三菱UFJ信託銀行（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 職員給与、諸手当など 1,891
土地建物借上
料等

事務所借料、共益費、光熱水料 205

C.日本アイ・ビー・エム（株） D.日本アイ・ビー・エム（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2,403 計 205

雑役務費
福祉保健医療情報ネットワークシステムの運用
保守業務の経費

118
借料及び損料
等

福祉保健医療情報ネットワークシステムに係るク
ラウド環境等の提供等業務の経費

70

E. （株）ネオテックス F. （株）ネオテックス

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 118 計 70

システム開発費
平成28年度制度改正等に伴う貸付総合電算シ
ステムの改修業務の経費

57 雑役務費
貸付総合電算システムに係る運用保守業務の
経費

49

G.日本郵便（株） H.（株）イトゥビル

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 57 計 49

通信運搬費 郵便の発送 21
土地建物借上
料等

事務所借料、共益費、光熱水料 29

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 21 計 29

厚生労働省 

2,403百万円 

人件費、一般管理費等の事務費の交付 

Ａ．（独）福祉医療機構 

2,403百万円 

人件費、一般管理費等の事務 

【補助金等交付】 

※ ・福祉医療貸付事業 

  ・経営支援事業 
  ・福祉保健医療情報サービス事業 
  ・社会福祉振興助成事業 

【随意契約（その他）】 

Ｂ．三菱UFJ信託銀行(株） 

205百万円 
（事務所借料、共益費等） 

【一般競争契約（総合評価）】 

C．日本アイ・ビー・エム（株） 

118百万円 
（システムの運用保守業務） 

【一般競争契約（総合評価）】 

D．日本アイ・ビー・エム（株） 

70百万円 
（システムのクラウド環境提供等業務） 

【一般競争契約（最低価格）】 

E．（株）ネオテックス 

57百万円 
（システムの改修業務） 

【随意契約（その他）】 

G．日本郵便（株） 

21百万円 

（郵便の発送業務） 

【随意契約（その他）】 

H．（株）イトゥビル 

29百万円 

（事務所借料、共益費等） 

【随意契約（その他）】 

I．東京センチュリー（株） 

23百万円 

（ネットワークシステム構築業務） 

【一般競争契約（総合評価）】 

F．（株）ネオテックス 

49百万円 
（システムの運用支援業務） 



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

☑チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 （独）福祉医療機構 8010405003688
福祉医療貸付事業等の運営
に関する事務

2,403
運営費交付金

交付
- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
三菱UFJ信託銀行
（株）

6010001008770
事務所の借上げ（事務所借
料、共益費、光熱水料）

205
随意契約
（その他）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

84.7％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
日本アイ・ビー・エム
(株）

1010001128061
福祉保健医療情報ネットワー
クシステムの運用保守業務

118
一般競争契約
（総合評価）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

76.1％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
日本アイ・ビー・エム
(株）

1010001128061

福祉保健医療情報ネットワー
クシステムに係るクラウド環境
等一式及び電子申請システ
ムに係るデータセンターの提
供等業務

70
一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 97.5％ -1 （株）ネオテックス 7010001079010
平成28年度制度改正等に伴
う貸付総合電算システムの改
修業務の経費

57
一般競争契約
（最低価格）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 （株）ネオテックス 7010001079010
福祉医療貸付事業に係る貸
付総合電算システムの運用
保守業務

49
一般競争契約
（総合評価）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載



計 23 計 0

高度情報ｾｷｭﾘﾃｨ対応のためのｵﾌﾗｲﾝﾈｯﾄ
ﾜｰｸ環境構築業務

23

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

I.東京センチュリー（株）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

借料及び損料



G

H

I

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 日本郵便（株） 1010001112577 郵便の発送業務 21
随意契約
（その他）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- 98.2％ -1 （株）イトゥビル 4120001074606
事務所（大阪支店）の借上
げ（事務所借料、共益費、
光熱水料）

29
随意契約
（その他）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
東京センチュリー
（株）

6010401015821
高度情報ｾｷｭﾘﾃｨ対応のた
めのｵﾌﾗｲﾝﾈｯﾄﾜｰｸ環境構
築業務

23
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率


